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（会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条例の一部改正）

第�条 会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条例（平成��年島

根県条例第�号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償支給条例

第�条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。

第�条第�項中「第�条」を「第	条」に改める。

第�条第�項中「以下」の次に「この条並びに次条第�項及び第
項におい

て」を、「第�項」の次に「及び次条第�項」を加え、同条第�項中「���分

の���」を「���分の����」に改め、同条第�項中「した日現在」の次に「。

次条第
項において同じ。」を加える。

第�条を第�条とし、第	条を第�条とする。

第�条（見出しを含む。）中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手

当」に改め、同条を第	条とする。

第�条の次に次の�条を加える。

（勤勉手当）

第�条 勤勉手当は、任期の定めが�月以上の職員（これに準ずる者として人

事委員会規則で定める職員を含む。）であって、基準日にそれぞれ在職する

もの（人事委員会規則で定める職員を除く。）のうち、人事委員会規則で定

める勤務時間以上勤務するものに対し、当該職員の基準日以前において人事

委員会規則で定める期間における勤務成績及び基準日以前�箇月以内の期間

における勤務の状況に応じて、それぞれ基準日の属する会計年度の人事委員

会規則で定める日に支給する。これらの基準日前�箇月以内に退職し、又は
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死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）についても、同様と

する。

� 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規則で定める

基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権

者が前項の職員に対して支給する勤勉手当の額の総額は、その者に所属する

当該職員の勤勉手当基礎額に���分の����を乗じて得た額の総額を超えては

ならない。

	 任命権者は、その者に属する職員が少数であるときその他特別の事情によ

り、前項の勤勉手当の総額が同項の規定により難いときは、同項の規定にか

かわらず、あらかじめ人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることが

できる。


 第�項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在において職員が受ける

べき報酬の月額に相当する額として人事委員会規則で定める額とする。

� 勤勉手当の不支給及び支給の一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員

の例による。

� 前各項に規定するもののほか、勤勉手当の支給等に関し必要な事項は、人

事委員会規則で定める。

（島根県企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第�条 島根県企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和�年島根県

条例第��号）の一部を次のように改正する。

第��条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。

（島根県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第	条 島根県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成��年島根県

条例第��号）の一部を次のように改正する。

第��条第�号中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同

条第�号中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。

附 則

（施行期日）
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� この条例は、令和�年�月�日から施行する。

（職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

� 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）の一

部を次のように改正する。

第�条第�項中「会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条

例」を「会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償支給条例」に改める。

（市町村立学校の教職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

	 市町村立学校の教職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和
�年島根県

条例第
�号）の一部を次のように改正する。

第条第�項中「会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条

例」を「会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償支給条例」に改める。
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島根県国民健康保険条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

第�条第�項第�号中「第�条の	第�項」を「第�条の
第�項」に改め

る。

附 則

この条例は、令和	年�月�日から施行する。
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島根県営住宅条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正す

る。

第�条第�項第�号イ中「第�	条第
項（」を「第�	条第
項又は第�	条の�

（これらの規定を」に改める。

別表中「東高浜団地」を
「東高浜団地

西玉江団地」
に改める。

附 則

この条例中第�条第�項第�号イの改正規定は令和�年�月
日から、別表の

改正規定は規則で定める日から施行する。
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